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資料３－１ 平成 16 年度予算編成の基本方針（抄） 
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平成16年度予算編成の基本方針（平成15年12月5日閣議決定）（抄） 
 

Ⅱ 平成16年度予算の基本的考え方  

（「改革断行予算」の継続）  

平成16年度予算編成に当たっては、これまでの「改革断行予算」という基本路線を

継続し、構造改革を一層推進し、活力ある経済社会と持続的な財政構造の構築を図る

ようにする必要がある。  

すなわち、「官から民へ」「国から地方へ」「利用者の選択の拡大へ」「ハードか

らソフトへ」といった基本的考え方に沿って、制度・政策の抜本的見直しを行うとと

もに、政府全体の歳出を国と地方が歩調を合わせつつ抑制することにより、政府の大

きさ（一般政府の支出規模のＧＤＰ比）を極力抑制し、持続可能な財政構造の構築を

図り、将来においても我が国経済の活力を維持する必要がある。平成16年度予算編成

においては、以上の考え方に沿って、歳出全体にわたる徹底的な見直しを行い、歳出

改革を一層推進する。  

また、予算手法のイノベーションに取り組むこととし、「モデル事業」を試行的に

導入するとともに、「民間の潜在力を最大限引き出すための制度改革、規制改革等の

施策と予算の組合せ」（「政策群」）という手法を活用する。  

平成16年度予算は、一般会計歳出及び一般歳出について実質的に平成15年度の水準

以下に抑制する。特別会計については、各特別会計の性格及び予算執行の状況等を踏

まえ、事務・事業の見直しを行い歳出の効率化・合理化を図る。予算の配分に当たっ

ては、歳出構造改革を推進するとの基本的考え方を踏まえ、「政策群」の手法を活用

するとともに、活力ある社会・経済の実現に向けた４分野(「人間力の向上・発揮―教

育・文化、科学技術、ＩＴ」「個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方」、「公平で

安心な高齢化社会・少子化対策」「循環型社会の構築・地球環境問題への対応」)に重

点的かつ効率的な予算の配分を行う。  

予算配分の重点化・効率化を行うため、一般歳出を「公共投資関係費」、「義務的

経費」、「裁量的経費」に区分し、「公共投資関係費」、「裁量的経費」について二

割増の要望を認めつつ厳しい予算配分を行う。このうち、公共投資関係費については、

その総額を前年度予算額から３％減算した額の範囲内に抑制する。第二に、義務的経

費については、自然増を放置することなく、制度・施策の抜本的見直しを行い、歳出

の抑制を図る。第三に、裁量的経費については、前年度予算額から２％減算(科学技術

振興費に相当する額を除く。)した額を上限として縮減を図る。その際、政策評価等の

結果を一層活用する。また、予算全体について、物価動向に加え、行政サービスの簡

素化・効率化を織り込み、単価を引き下げる。  

また、歳入面においては、財政赤字の拡大や高水準の債務残高に鑑み、国債発行額

を極力抑制する。国債発行による資金調達に当たっては、中長期的な資金調達コスト

の最小化や国債市場の安定化等の観点から、公的債務の各種リスクを適切かつ専門的

に管理するなど、適切な債務管理政策を実施する。税外収入については、可能な限り

その確保を図る。  

なお、平成16年度財政投融資計画については、財投改革の趣旨を踏まえ、中小企業

対策などセーフティネットの構築等真に必要な資金需要には的確に対応しつつ、対象

事業の一層の重点化を図る。また、そうした中で、地方分権を推進する観点からも、

地方公共団体ごとの資金調達能力に配慮しつつ、地方債計画における政府資金等の公

的資金の見直し・縮減を図る。  
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（予算手法のイノベーション）  

平成16年度予算編成においては、予算手法のイノベーションとして「モデル事業」

と「政策群」に取り組む。その成果を今後の予算編成にも活用することとする。  

① モデル事業  

「モデル事業」として要求が行われている事業について、  

・ 定量的な政策の達成目標（原則としてアウトカム指標）を有し、達成期限・達成

手段が明示されている、  

・ 評価方法が明示されている、  

・ 目標期間が１～３年程度で、各年度ごとの達成目標が明らかにされている、  

場合には、政策目標を効率的に達成するため、事業の性格に応じ、予算執行の弾力

化を行うこととする。具体的には、国庫債務負担行為・繰越明許を活用した複数年

度にわたる事業の予算執行の弾力化や目の大括り化、各目の相互間における流用の

弾力化といった手法を活用する。  

事後評価については、達成目標や評価方法を客観的なものとすることにより厳格

に行う。その際、政策評価や予算執行調査等を活用する。  

② 政策群  

予算配分の重点化・効率化に当たり、政策目標の実現に向け、制度改革、規制改

革等と予算措置を組み合わせる「政策群」の手法を活用することにより、構造改革

と予算の連携を強める。その際、原則として府省横断的に対応し、重複排除を図る

など政策の実効性・効率性を高めるほか、より少ない財政負担で民間活力を最大限

に引き出すものに特に重点を置くなどにより、予算の効率性の向上と歳出の質の更

なる改善を図るとともに、予算との連携により制度改革、規制改革等を推進する。  

その状況について、執行段階及び事後において厳格な検証を行い、国民への説明

責任を果たすとともに、その後の政策に反映させる。その際、政策評価や予算執行

調査等を活用する。  

－平成16年度予算編成における「政策群」－  

・ 少子化の流れを変えるための次世代育成支援  

・ 若年・長期失業者の就業拡大  

・ 世界最先端の「低公害車」社会の構築  

・ 緑豊かで安全・快適な都市の再生  

・ 都市と農山漁村の共生・対流の推進  

・ 外国人が快適に観光できる環境の整備  

・ 科学技術駆動型の地域経済発展  

・ 災害等緊急事態対応の強化  

・ 民間との協働による犯罪者の更生と社会復帰支援体制の構築  

・ 安全かつ効率的な国際物流の実現  

 


